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はじめに 

 

 わが国では、急速な少子化の進行等を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やかに

生まれ、かつ、育成される環境の整備を図ることを目的に、平成１５年７月に次世代

育成支援対策推進法が制定されました。 
 次世代育成支援対策推進法では、国及び地方公共団体に対し、職員を雇用する事業

主としての立場から、職員の仕事と子育ての両立等に係る計画（特定事業主行動計画）

の策定が義務付けられ、本町においても、平成１７年に「久米南町特定事業主行動計

画」を策定し、平成２１年度までを前期行動計画とし、平成２２年度～平成２６年度

までを後期行動計画として、様々な次世代育成支援対策に係る取組を進めてきました。 
 一方、女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力を発揮し、活躍でき

る環境の整備を図るため、平成２７年８月に女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律（以下「女性活躍推進法」という。）が成立しました。 
 女性活躍推進法では、次世代育成支援対策推進法と同様に、国及び地方公共団体に

対し、特定事業主行動計画の策定が義務付けられ、本町においても平成２８年４月に

「久米南町における女性活躍推進と次世代育成に関する特定事業主行動計画」を策定

し、取組を進めてきました。 
 この度、令和７年度までの計画期間が終了することを受け、令和８年度～令和１２

年度までの行動計画を策定し、引き続き取組を進めることで、出産・育児における仕

事と子育ての両立、また、介護をはじめとする支援等、子育て中の職員だけでなく全

職員が自分のライフステージに合わせて「仕事と生活の調和（ワークライフバランス）」

のとれた職場環境づくりを目指します。 

 

令和８年４月 

 

                        久 米 南 町 
                        久 米 南 町 議 会 
                        久米南町教育委員会 
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 １ 目的 
   この計画は、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１９

条に基づく特定事業主行動計画と女性活躍推進法（平成２７年法律第６４号）第

１９条に基づく特定事業主行動計画の２つを統合し、本町の女性職員の活躍の推

進と職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう子育て支援に関する取

組を計画的かつ着実に推進することを目的とします。 
 

 ２ 計画期間 
    令和８年度から令和１２年度までの５年間を計画期間とします。 
 

 ３ 計画の推進体制 
   計画の推進状況を客観的に確認するため、設定可能な項目については令和１２

年度を目標達成年次とする数値目標の設定をしています。 
① 次世代育成支援対策及び女性活躍推進対策に関する管理職や職員に対する情

報提供等を実施します。 
② 仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う窓口の設置及び当該相

談・情報提供を適切に実施するための担当者の配置を行います。 
③ 啓発資料を作成・配布し、行動計画の内容を周知徹底します。 

 

 ４ 具体的な取組 
 （１） 制度の周知・啓発（関係法令：次世代法・女性活躍推進法） 

   支援等の制度を浸透させ、休暇等を取得しやすい職場環境をつくるため、以下

の取組を実施します。 
   ・子育て支援に関する制度や情報を集約したパンフレット「子育て職員のため

のハンドブック」を作成し、グループウェアの掲示板に掲載します。 
   ・所属長を通じて、子育て中の職員の周囲の職員に、当該職員の仕事と子育て

の両立への理解・協力が得られるよう呼びかけを行います。 
   ・職員に制度の趣旨や必要性を浸透させ、職場において妊娠している人や子ど

もを育てている人が、各種制度を利用しやすくなるよう、制度の利用を勧め

ることや業務の応援体制の整備に努めます。 
 
 （２） 育児休業等を利用しやすく、職場復帰しやすい環境の整備 

（関係法令：次世代法・女性活躍推進法） 
  ① 男性の子育て目的の休暇等の取得促進 

   男性の子育て目的の休暇等の取得促進に向け、以下の取組を実施します。 
   ・男性職員の特別休暇（配偶者出産休暇、育児参加休暇）や育児休業、育児短

時間勤務、育児部分休業等の男性が利用できる制度を周知します。 
   ・配偶者が出産予定の男性職員に対し、所属長を通じて、各種制度の利用を呼

びかけます。 
   ・相談等に随時対応じます。 
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  ② 育児休業等を利用しやすい環境の整備 

   職員が安心して育児休業等を取得できるよう、以下の取組を実施します。 
   ・産前休暇又は育児休業を取得する予定の職員を対象に、休暇又は休業を開始

する月の前月に面談を行い、出産や育児休業取得に関する諸手続や、休業中

の各種支援制度の説明を行うとともに、休業に当たっての要望等のヒアリン

グを行い、当該職員の不安緩和を図ります。 
   ・各種制度の利用方法や、経済的支援、妊娠中や出産後の体調等についての相

談等に随時対応します。 
   ・業務の実情を踏まえ、育児休業中の代替職員（正規職員、会計年度任用職員）

の配置に努め、休業者の不安解消及び周囲の職員の負担軽減を図ります。 
  ③ 職場復帰しやすい環境の整備 

   育児休業中は、長期間職場から離れることとなるため、孤独や不安を感じがち

です。こうした不安を緩和させるために、以下の取組を実施します。 
   ・職場復帰する月の前月までに、復帰に向けた事前面談を実施し、体調の確認

や復帰に当たっての不安や要望等のヒアリングを行うとともに、各種休暇制

度や多様な働き方（育児短時間勤務、育児部分休業等）について紹介します。 
   ・復帰する職場との連絡調整など、スムーズな復帰のためのサポートをします。 
 
≪配偶者出産休暇・育児参加休暇取得実績≫（単位：人） 

 
≪育児休業取得実績≫ 

項 目 
R２年度 R６年度 

女性 男性 女性 男性 
対象者 ０ １ ２ ０ 
取得者 ０ ０ ２ ０ 
取得率 ０％ ０％ １００％ ０％ 
男性の２週間以上の取得率 ― ０％ ― ０％ 

 
目標値１ 

このような取組により、令和１２年度までに、子どもの生まれた全ての男性職員が

配偶者出産休暇と育児参加休暇を合わせて３日以上取得することを目指します。 
また、女性職員の育児休業取得率１００％維持するとともに、令和１２年度までに、

男性職員の２週間以上の育児休業取得率２５％を目指します。 （一般行政職が対象） 

 
 （３）子育て中の職員の活躍促進（関係法令：次世代法） 

   子育て中の職員の活躍を促進するため、以下の取組を実施します。 

項 目 
R２年度 R６年度 

配偶者出産休暇 育児参加休暇 配偶者出産休暇 育児参加休暇 
対象者 １ １ 
取得者 １ １ １ ０ 
取得率 １００％ １００％ １００％ ０％ 
両休暇合計３日以上の取得 

 
取得者 ０ ０ 
取得率 ０％ ０％ 
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   ・職員のキャリアデザイン、自己の能力・適性及び家庭の悩み等の相談に随時

対応します。 
   ・選択式の研修制度により、子育て中における職員自らのキャリアデザインに

応じた資質や能力の向上を支援します。 
   ・人事評価制度を通じ、上司と部下のコミュニケーションの活性化を推進し、

ＯＪＴ（職場における仕事を通じた人材育成）の強化及び職員の成長意欲の

向上を図ります。 
   ・小学校就学前の子を養育する職員に係る時間外勤務の免除制度や深夜勤務、

時間外勤務の制限の制度を周知します。 
   ・子育てや家庭の事情により、職場環境の配慮が必要な職員は、可能な限り、

人事異動に関する配慮を行います。 
 
 （４）時間外勤務の縮減（関係法令：次世代法・女性活躍推進法） 

   子育て中の職員が子どもとの触れ合いを大切にし、家族と過ごす時間をより多

く確保できるように、また、全ての職員の心身のリフレッシュと公務能率の一層

の向上を図り、ワーク・ライフ・バランスを実現するために、職場全体で時間外

勤務の縮減に取り組みます。 
   職員の家族と過ごす時間及び職員自身の健康を維持するため、時間外勤務の適

正な運用と縮減に向け、以下の取組を実施します。 
   ・時間外勤務の適正な管理と削減に努めるよう指導します。 
   ・時間外勤務の多い職場については、所属長へのヒアリングを実施するととも

に、必要に応じて、業務調整の働きかけや繁忙対応職員の配置を行うなど時

間外勤務削減に向けた取組を行います。 
   ・様々な分野でＤＸを推進していくための研修を実施します。 
 
≪職員一人当たりの月平均時間外勤務時間数≫ 

項 目 R２年度 R６年度 
課長補佐級以下の職員 ２.１時間  ２.３時間  

 
目標値２ 

このような取組により、令和１２年度までに、課長補佐級以下の各職員の１月当た

りの平均時間外勤務時間数３時間以下を目指します。      （一般行政職が対象） 

 
 （５）休暇の取得の促進（関係法令：次世代法・女性活躍推進法） 

  ① 年次有給休暇の取得の促進 

   積極的な休暇の取得を通じて、職員の家庭生活の充実や心身のリフレッシュ等

を図り、ワーク・ライフ・バランスを実現するため、以下の取組を実施します。 
   ・職員や家族の誕生日等の記念日やこどもの行事、夏期休暇やゴールデンウィ

ーク等とあわせた年次有給休暇の取得を呼びかけます。 
   ・年度当初に1年間で5日以上の年次有給休暇を取得するため、所属長は、計

画的な取得を指導します。 
   ・毎年、取得実績を確認し、取組の効果を点検します。 
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≪年次有給休暇取得実績≫ 
項 目 R２年度 R６年度 

正規職員 １０.１ 日  １１.８ 日  

 
目標値３ 

このような取組により、令和１２年度までに、職員一人当たりの年次有給休暇取得

日数平均１４日を目指します。               （一般行政職が対象） 

 
  ② 家族の看護を行うための特別休暇の取得の促進 

   家族の看護が必要な場合に活用できる休暇制度を周知するとともに、希望する

全ての職員が取得できるよう、周囲の職員に理解を呼びかけます。 
   毎年、取得実績を確認し、取組の効果を点検します。 
 
 （６）妊娠中及び出産後における配慮（関係法令：次世代法） 

   各種制度の利用方法や、妊娠中・出産後の体調等についての相談に随時対応し

ます。 
 
 （７）不妊治療を受けやすい職場環境の醸成等（関係法令：次世代法） 

   本人又は配偶者の不妊治療に際して取得できる出生サポート休暇について周知

し、治療を受けやすい職場環境の醸成に努めます。 
 
 （８）ハラスメント防止に向けた取組（関係法令：女性活躍推進法） 

   両立支援制度の利用に当たり、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラス

メント及び妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントが生じないよう、研

修等により職場におけるハラスメントに関する意識を高めるとともに、相談窓口

の周知を図るなど、ハラスメント防止に向けた取組を進めます。 
 
 （９）多様な働き方の整備（関係法令：女性活躍推進法） 

   在宅勤務やテレワーク等は、多様な働き方の選択肢を拡大するものであり、仕

事と子育ての両立をしやすい働き方であることから、現状に即した導入を進めま

す。 
 
 （10）女性の健康課題に配慮した職場環境の整備（関係法令：女性活躍推進法） 

   女性職員がその能力を十分に発揮できるよう女性特有の健康課題について職場

の理解促進を図るとともに、相談しやすい職場環境の醸成に努めます。 
 
 （11）子育てバリアフリーの促進（関係法令：次世代法） 

   乳幼児を連れた人が安心して施設を利用できるよう、施設の改築などの機会に

あわせ乳幼児トイレやベビーベッド等の設置を検討することとします。 
   また、子どもを連れた人が安心して授乳室などを利用できるようにするため、

職員に対し、親切、丁寧な対応を心がけるよう職員に周知します。 
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 （12）子どもに関する学校行事や地域活動への積極的な参加（関係法令：次世代法） 

   子どもの学校行事への参加に際して取得できる家族看護休暇等について周知し、

積極的な活用を促します。 
 
 （13）女性職員の活躍の推進（関係法令：女性活躍推進法） 

  ① 女性職員の採用 

   職員採用に当たっては、競争試験において能力、適性に基づく決定を行うこと

を踏まえた上で、今後の職員数の動向を見据えつつ、女性職員を継続的に採用す

るため、以下の取組を実施します。 
   ・受験対象者に対し、採用試験実施要領に子育て支援制度や町の取組が容易に

把握できるよう町のホムページの案内など、町の取組をＰＲします。 
 
≪一般行政職の採用者に占める女性の割合≫（単位：人） 

項 目 R２年度 R６年度 

全採用者数 ３ ２ 

 女性数 ２ ２ 

女性割合 ６６.７ ％ １００ ％ 

 

目標値４ 

このような取組により、令和１２年度までに、各年度において採用者に占める女性

の割合４０％を目指します。                （一般行政職が対象） 

 
  ② 女性職員の登用 

   職員の登用に当たっては、性別を問わず能力・適性に基づく決定を行うことを

踏まえた上で、女性職員の積極的な登用を推進し、政策形成に参画できる機会を

拡大するため、以下の取組を実施します。 
   ・人事異動の基本原則に基づき、自己申告書の情報も踏まえながら、女性職員

の積極的な登用及び適材適所の配置を行います。 

   ・外部研修機関への派遣により、中堅幹部として必要な行政管理能力や政策形

成能力の習得を図ります。 

   ・人材育成方針に基づき、ＯＪＴ（職場における仕事を通じた人材育成）や階

層別研修等を実施し、職員の能力開発を図ります。 

   ・選択式の研修により、女性職員自らのキャリアデザインに応じた資質や能力

の向上を支援します。 

   ・人事評価制度を通じ、上司と部下のコミュニケーションの活性化を推進し、

ＯＪＴの強化及び職員の成長意欲の向上を図ります。 
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≪一般行政職の女性の登用状況≫（単位：人） 

地 位 
Ｒ２年４月１日 Ｒ６年４月１日 

職員数 
 

女性割合 職員数 
 

女性割合 
女性数 女性数 

課長級 ６ ０ ０.０％ ７ １ １４.３％ 

係長級・課長補佐級 ３７ １１ ２９.７％ ５４ ２５ ４６.３％ 

 
目標値５ 

このような取組により、令和１２年度までに、課長級の職に占める女性の割合２

５％、係長級・課長補佐級の職員に占める女性の割合４０％を目指します。 
                                     （一般行政職が対象） 


